予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：企業立地対策費
	事業名　岐阜県産学連携プラザ改修事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部　新産業振興課　拠点指導係　電話番号：058-272-1111（内3111）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11353@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　２９，６５２千円　（前年度予算額：45,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	45,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	45,000

	要求額
	29,652
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	29,652

	1月29日時点
査定額
	29,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	29,600

	決定額
	29,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	29,600


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・国内中小製造業を取り巻く環境が厳しい中で、本県産業が持続的発展を続けるためには、優秀な産業人材の育成・確保が重要であり、各務原市テクノプラザ内の「岐阜県産学連携プラザ」に、「人材開発センター」（職業能力開発協会が入居）及び「プラスチック成形技能検定射出成形作業の実技試験会場」（現在は笠松町に所在）を移転し、新たに産業人材育成施設として活用する。
・国による外国人の実習制度の拡充が予定（H27.3月閣議決定、今国会に法案提出中）され、利用者の増加が見込まれることからそれに対応した施設改修とする必要がある。
（２）事業内容

・岐阜県産学連携プラザの改修を行うに当たり、上記（１）の課題を踏まえた設計見直しを行う。
・また、全体的なスケジュールを見直し、平成２８年度の技能検定実施のため今年度末までに整備する必要があるＣ棟の改修を先行して実施する。
○産学連携プラザＢ棟改修工事

　人材開発センター機能（職業能力開発協会の事務所、並びに産業団体による学科試験・研修会場）として使用するための改修と復旧。

　・事務室原状復帰
　・エレベーター防災対策工事
　・トイレの増設等
○産学連携プラザＣ棟改修工事[H27中に実施]
プラスチック成形技能検定（射出成形作業）の実技試験実施会場として
使用可能とするための改修工事。

・フロア構成変更

・射出成形機設置にかかる電気・水道工事

・防災安全措置　等
（３）県負担・補助率の考え方

岐阜県産学連携プラザは県有施設であり、岐阜県成長・雇用戦略に基づき、成長産業を含めた県内産業を支える人材の育成環境を整備するものであることから、県が負担。

３　事業費の積算内訳＜要求内訳＞　（千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	工事請負費
	28,680
	Ｂ棟改修工事【H27,28債務負担】

	旅費
	15
	
　　　工事にかかる事務費計129【H27,28債務負担】

	消耗品費
	42
	

	燃料費
	28
	

	役務費
	44
	

	委託料
	843
	備品等処分にかかる経費

	合　計
	29,652
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

・「岐阜県成長・雇用戦略」に掲げる「航空宇宙産業の製造品出荷額倍増プロジェクト」において、「人材育成拠点の整備」することを具体的な取組として位置付けている。これとともに基幹産業の人材育成を連携して行う。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県内産業の競争力強化による持続的発展のために、成長産業分野における高度産業人材の育成と連携し、成長産業分野を含めた製造業の基盤であり本県の基幹産業である機械装置・部材産業等における優秀な人材を育成する。




（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	技能検定の

受検申請者数
	（H  ）
	7,950
（H24）
	7,671
（H25）
	7,552
（H26）
	8,000
（H28）
	95.9％

	
	－
（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H30）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　改修予定のうち、Ｃ棟は工事まで実施、Ｂ棟は設計まで実施（工事は
　年度内に契約し、Ｈ２８にわたって実施）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　改修工事実施中のため特になし。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	製造産業のグローバル化が進んでおり、県内製造業の持続的発展のためには企業の競争力強化が求められている。そのためには企業における技術力向上等とともに優秀な人材の確保が必須である。本県の産業構造では、製造業が県内総生産額の約４分の１を占める重要な基盤産業であり、製造業は本県経済の発展に欠かせないものであるため、その推進のためには県が積極的に取り組む必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－
	改修工事実施中のため評価はできない。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

－
	公共建築住宅課と調整し進めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
県内企業の人材育成に対するニーズを把握するとともに、地域の求める人材を、関係機関・施策を連携させて効果的かつ効率的に継続して育成する必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
テクノプラザ内に成長産業ならびに基幹産業の人材育成を、関係機関と一体となって実施する産業人材育成拠点を形成する。以て県の主要産業である製造業の競争力強化、継続的発展を図る。



